給与計算失敗事例～その原因と解決方法～
Ⅰ．給与計算失敗の問題点

· コンピューターの導入により間違いを見過ごしたまま計算してしまう

· 法改正を未把握のまま計算してしまう

Ⅱ．失敗事例とその原因及び解決方法

【例　１】日給月給制の給与計算で欠勤控除して支給したところ「支給額相違では」との苦情を受けた

基本給月額150,000円、欠勤日数18日、出勤日数６日、

　　　　　  月平均所定労働日数22日、1日の勤務時間7時間30分
　　　　　　基本給計算式　　150,000－(150,000×18／22)≒27,273円

　原　　因1年単位の変形労働時間制などの場合は毎月の実際の所定労働日数は変動するのにたいして基本給等が定額になっている為

　解決方法日給月給制での欠勤の計算ルールを決め,賃金規定に明記する

１．欠勤日数が○○日未満の場合は日割りで控除する

２．欠勤日数が○○日以上の場合は日割りで支給する

(○○日は月平均所定労働日数の１/2程度)　　

        　　基本給計算式　　150,000×6／22≒40,909円
【例　２】業務上傷病で休業中の社員に対し最初の３日間の休業期間を全額賃金支払い。（４日目からは労災の休業補償給付支給のため無給）この金額分が年末、扶養親族の限度額を超過した

　原　　因３日間の支払金額を課税対象の賃金として処理した為

　解決方法業務上災害による休業中の３日間は平均賃金の60/100以上の休業補償費支給。

　　　　　給与計算から除外し個別の経費で全額非課税で処理する

【例　３】毎月30時間程度時間外労働のある営業職に対して、時間外手当は支給せず、定額営業手当を40,000円支給。時間外手当不支給についての問い合わせに対し説明できなかった
　原　　因営業手当の内容(①実費弁済の費用②時間外手当相当額の支払い)が認識されていなかった為

　解決方法1.事業場外労働の労使協定の締結及び届出

　　　　　２.営業手当の内訳①と②の金額又は按分率を定めて、賃金規程にも内容を明記

　　　　　３.時間外手当が営業手当該当部分に収まっているか検証し不足していれば差額を支給

【例　４】労働者から兼務役員に就任し、役員報酬のみ支給。雇用保険は役員報酬全額対象で控除。


退職後、兼務役員の基本手当受給資格に問題ありとの指摘を受けた。  

　原　　因役員報酬は労働保険の対象外となる為

　解決方法1.兼務役員の雇用保険資格について「法人役員の雇用関係証明書」等を提出

　　　　　２.役員報酬○○円、賃金○○円(賃金の方が高くなければならない)と按分し

賃金台帳に記載。賃金○○円のみ対象で控除する

【例　５】定年退職者の再雇用に際し在職老齢厚生年金を考慮して最低賃金ぎりぎりで嘱託再雇用契約。基本給120,000円、家族手当5,000円、通勤手当10,000円　(1ヶ月所定労働時間170時間)

          基本給時給　　　120,000円÷170≒705.88円　(東京都地域別最低賃金708円)　　

    原　　因精皆勤手当、家族手当、通勤手当、時間外手当等は除外される為

解決方法家族手当を支給せず、基本給を125,000円とする

　　　　　基本給時給　　　125,000円÷170≒735円

【例　６】会社の資金繰りの都合により賃金締切日を15日から末日に、支払日を当月25日から翌月20日に変更した所、変更時の10月20日に半分の賃金しか支給されない為社員から苦情が出た
　　原　　因会社の経営上の都合を説明した上で支払い日の変更をし、労働者側と不利益を緩和するよう話し合いがされなかった為　 

　　解決方法1.賃金支払い方法の変更について会社の実情を十分説明し、就業規則を変更。

　　　　　　２.支払日が実質遅れる場合は、変更時期を賞与支払月にしたり、減額分の資金を貸し付けるなど生活費の減額緩和措置をとる

【例　７】Aさんは別の会社で主たる給与を受給しており、Bさんは日々の雇用契約で勤務しているが２人とも給与所得者の扶養控除等申告書を提出し甲欄適用で源泉所得税を控除。

　　　　　　確定申告したところ所得税控除額不足の指摘を受けた
原　　因1.Aさんは２社に対して扶養控除等申告書を提出した為(主たる給与の支払い先に扶養控除等申告書を提出)
２.Bさんは日々の雇入れなので扶養控除等申告書の提出不要の為

解決方法１.Aさんは乙欄適用で源泉所得税を控除する

２.Bさんは日額表丙欄で源泉所得税を控除する

【例　８】製造業務従事者の時間外手当の計算にあたり出来高支給の作業手当を対象としていた
　　原　　因出来高や特定の作業の回数あたりでの計算は請負給に該当する

　　解決方法請負給は時間ではなく仕事の完成に対しての支給なので割増賃金を支払うのは加算すべき2割５分のみ
①月間所定労働時間170時間、②時間外労働時間20時間、

　　　　　　　　③総労働時間190時間、④月額作業手当38,000円

　　　　　　計算式　　　④÷③×0.25＝（38,000÷190）×0.25＝50円
　　　　　　　　　　　　50円×20時間＝1,000円

【例  ９】社会保険料対象の現物給与と税金対象の現物給与の区分を同じ基準で計算。また、通勤手当を全額非課税で計算していた。
　
 　   原　　因社会保険料と所得税の対象基準が異なる為

　　　解決方法〔　食 　 事　〕
	所得税
	会社負担額が3,500円以下で社員負担が２分の１以上なら非課税

	社会保険料
	社員負担が都道府県別の標準価格の３分の２以上なら全額対象外、3分の２未満なら標準価格との差額が対象


　　　　　　　〔　住　  宅　〕
	所得税
	社員負担が家賃相当額の2分の１以上なら非課税、2分の１未満なら

差額が対象

	社会保険料
	社員負担が都道府県別の標準価格以上なら対象外、未満なら差額が対象


〔宿・日直手当〕

	所得税
	1回につき4,000円まで非課税

	社会保険料
	全額が対象


〔通勤手当〕
	所得税
	(公共交通機関)上限100,000円

(自動車通勤等)　片道２km未満　　　　　　全額課税対象

　　　　　　　　２km~10km未満　　　　　　4,100円

                10km~15km
未満　　　　　　6,500円

                15km~25km未満　　　　　11,300円

                25km~35km未満　　　　　16,100円

                35km以上　　　　　　　　20,900円　　　

　　　　　　　この範囲までなら非課税、超過分は課税　　　

	社会保険料
	全額が対象


　　Ⅲ．まとめ

　　給与計算は金銭の支払いに直接影響する非常に大切な仕事なので、法改正に関心を

持ち、労働時間の正確な把握と計算、法定控除項目等の適正な控除を心掛ける事

(参考資料)　　池田悦子(2002)『給与計算失敗事例』（ビジネスガイドNo．597）日本法令
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